（休職）
第9条  労働者（試用期間中の者は除く）が、次のいずれかに該当するときは、休職を命じる。
1 　業務外の傷病による欠勤が１か月を超え、なお療養を継続する必要があるため勤務できないとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2 　出勤はしている、もしくは前項の欠勤期間まで達しないものの、精神又は身体上の疾患により労務提供が不完全であると認められるとき
3 　出向等により、他の会社又は団体の業務に従事するとき。
4 　前号のほか、特別な事情があり休職させることが適当と認められるとき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（休職期間）
第〇条　前条の休職期間は、書面により会社が指定した日（以下「発令日」という。）を起算日とし、次の各号に掲げる場合に応じて当該各号に定める期間とする。ただし、休職の事由又は程度を勘案し、会社は、その裁量により、休職を認めず、又はその期間を短縮することができる。

①　前条第1号及び第2号に該当する場合…次表のとおりとする。（期間は任意で設定！）
	勤続期間
	休職期間

	1年未満
	1か月

	1年以上3年未満
	3か月

	3年以上
	6か月


②　前条第3号及び第4号に該当する場合…会社が必要と認める期間

２　労働者が復職後6か月以内に同一又は類似の事由により完全な労務提供ができない状況に至ったときは、復職を取り消し、直ちに休職させる。この場合の休職期間は、復職前の休職期間の残存期間とする。

３　第1項の規定にかかわらず、休職期間中に第〇条に定める退職事由が生じたときは、その日をもって休職期間が満了したものとみなす。

４　労働者が休職する場合、会社は、労働者に対し休職事由を証明する書類を提出させることができる。また、当該書類に有効期間の定めがある場合は、有効期間満了の都度再提出させることができる。

５　労働者に前条第1号又は第2号（以下「私傷病休職」という。）の事由が認められる場合、休職させる必要性の判断をするために、会社は労働者に会社の指定する医師の診察を受けさせ診断書の提出を命じることができる。また、診断書に記された就業禁止期間満了の都度再提出させることができる。

６　休職期間、起算日、休職事由等は、休職に関する確認書により、書面で通知する。
（休職期間の取扱い）
第〇条　休職期間は、会社の業務の都合による場合及び会社が特別な事情を認めた場合を除き、前条の勤続期間、退職金算定における勤続期間に通算しないものとする。ただし、第〇条に定める年次有給休暇の付与に関する勤続期間については、通算するものとする。

２　休職期間中の健康保険料（介護保険料を含む。）、厚生年金保険料、住民税等であって、労働者の月例賃金から通常控除されるものについては、会社は労働者に対しあらかじめ請求書を送付する。労働者は当該請求書に記載された保険料、税金等を指定期限までに会社に支払わなければならない。ただし、労働者の申出により、傷病手当金の会社への振込口座の指定により、精算を行うことが出来るものとする。
３　休職期間中は、無給とする。
（休職期間中の服務）
第〇条　私傷病休職の場合、労働者は当該傷病の治療に専念しなくてはならない。治療目的から逸脱する行動及び会社の信用を失墜させるような行為が認められた場合は、休職を打ち切り、懲戒処分にすることがある。

２　休職期間中に会社から状況の報告を求められた場合、労働者はこれに応じなければならない。会社からの請求があるにもかかわらず、労働者が正当な理由なく状況報告を怠り又は拒否した場合は、休職を打ち切り、休職期間が満了したものとみなすことがある。

３　会社は、必要があると認める場合、本人の同意を得たうえで、会社が指定する医師（産業医）に主治医の復職等に関する意見を求めさせ、会社に報告させることがある。

４　主治医、家族その他社外の者からの情報収集又は情報提供は、原則として本人の同意を得て行うものとし、同意のあった目的以外に使用しない。ただし、次の各号のすべてに該当する場合は、この限りでない。

（１）人の生命、身体又は財産の保護のために個人情報を取得する必要がある場合

（２）個人情報の取得について本人の同意を得ることが困難である場合

（３）個人情報の取得が急を要する場合

５　労働者は、適宜会社の求めに応じて、休職者近況報告書により近況を報告しなければならない。
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